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環状道路が果たすべき機能として，都心部へ通過交通の流入抑制通行機能が期待されている．しかし，

環状道路がこのような機能を発揮させるための潜在性能（サービス速度）や，それを可能とする道路構造

についてはこれまで示されてこなかった． 

そこで，本研究ではこれらについて明らかにする一環として，地方都市に存する 5 つの環状道路を対象

に，ETC2.0プローブデータより環状道路と放射道路が接続するノード間における走行経路データを集計し，

環状道路利用率と道路交通状況を表す指標，走りやすさを表す指標との関係性について分析を行った．そ

の結果，環状道路利用率と，環状道路と放射道路の旅行時間差や走行距離差との間に関係性があること，

また右左折回数など走行区間に潜在する走りやすさ指標との間にも一定の関係性を見出すことができた．  
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1. はじめに 

 

わが国の幹線道路ネットワークは，道路法に基づき都

市・拠点間連絡を念頭に整備がなされてきた．しかし，

その結果として，多くの都市・拠点内の道路ネットワー

クの骨格は，これら幹線道路によって形成され，都市・

拠点間を通過する交通と内々交通が混在するなど交通機

能が分化されず，円滑な交通が阻害されるばかりか，都

市交通環境の低下をもたらしている場合も少なくない．

これに対して，環状道路は都心部を通過する必要がない

内外・外内交通の分散導入や，通過交通の排除といった

流入抑制機能が期待される．  
しかし，わが国の特に地方都市における環状道路の多

くは一般道路によって構成されており，このうち信号交

差点密度の高い環状道路では，十分な速度サービスが実

現できず，このような流入抑制機能が十分に発揮されて

いない可能性がある．  

この原因としては，環状道路が具備すべきサービス速

度や道路構造などに関する議論がこれまで十分になされ

てこなかったことなどが考えられる． 

そこで，本研究では環状道路が流入抑制機能を発揮す

るために有すべき潜在性能としての道路交通条件を明ら

かにする一環として，複数の環状道路を対象に ETC2.0 

プローブデータから得られるノード間の経路データより，

環状道路利用率と道路交通状況や走りやすさを表す各種

指標との関係性を明らかにすることを目的とする． 

 

 

2. 既往研究の整理 

 

環状道路に関する研究は，屋井 1)による図-1に示され

るような，環状道路に求められる機能や役割について定

性的に整理したものがある．  

また，近年では環状道路に関する研究が増えてきてお

り，吉沢ら 2)は，環状道路を実態に即した楕円形状とし

てパターン化し，楕円弧上の移動経路と楕円中心を経由

する移動経路の移動時間を比較することで，環状道路の

流入抑制機能について評価した．牧野，後藤ら 3, 4)は，

複数の環状道路を対象とし，ETC2.0 プローブデータを

用いて，都心部への流入抑制機能を環状道路がどの程度

果たしているか現況分析を行った．また，本研究の先行

研究である吉岡ら 5)は，単純な道路ネットワークを想定
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した幾何学的な検討を通して，環状道路が流入抑制機能

を発揮するために提供すべき速度サービスを明らかにし

た． 

しかし，これらの研究は，いずれも環状道路の利用状

況を念頭に置いた環状道路の必要速度や道路構造を明ら

かにするには至っていない．例えば，吉岡ら 5)の研究で

は，長直径（最大対角距離）と短直径（最小対角距離）

の比であるゆがみ度と環状内道路の速度から計算される，

環状内道路の時間費用および走行費用の合計を下回る速

度を環状道路の必要速度として定義し一般化している．

この速度は，環状道路が成立するための潜在性能となる

が，実際に環状道路の利用（率）をどの程度保証してい

るかは，この結果からでは明らかにできない．  

そこで，本研究では ETC2.0 プローブデータより経路

データを集計することで，環状道路の利用実態を明らか

にし，環状道路に求められる必要速度や道路構造など道

路交通条件を実態面から明らかにしようとするものであ

る． 

 

 

3. 分析対象とする環状道路の選定 

 

本研究では，国土交通省 IRサイト 6)などから，2017年

時点での三大都市圏を除いた一般道路によって環状道路

が全線供用されている 29 路線を抽出した．そのうち，

吉岡ら 5)の研究で分析された宇都宮環状道路を基準に，

環状道路の規模や，車線数，旅行速度といった通行機能

が異なる 5路線を選定した．分析した 5路線の概況は，

表-1 のとおりである．ここで示した数値は，すべて

Google Mapを用いて算出したものである． 

このうち，ピーク時旅行速度は平日 1日のうち旅行時

間が最も長い時間帯の値であり，オフピーク時旅行速度

は，平日 1日のうち旅行時間が最も短い時間帯の値であ

るが，ともに環状道路を 1周した際の速度である．これ

によると，ピーク時旅行速度はいずれも 20km/h を下回

っているが，オフピーク時の旅行速度は35～50km/hと環

状道路によって差がみられる．一方で，信号交差点密度

も 1.5～3.0 箇所/km と差がみられ，これらの間には一定

の関係がみられそうである．  

 

 

4. 分析対象データと分析方法 

 

(1) 分析対象ノードの設定 

本研究では 2018年度の ETC2.0 プローブデータ（土・

日・祝日を除く）を活用した．データサンプリングにあ

たり，環状道路と交差する一般国道及び主要な県道を代

表ノード（環状道路への流入・流出ノード）と設定し， 

 

図-1 環状道路の機能 2) 

 

表-1 分析対象とした環状道路の概況 

 
 

図-2 交差角度の算出イメージ 

 

代表ノード間を通過した車両を分析対象データとして抽

出した． 

その際，本研究では図-2 に示すように，代表ノード

A・B から，環状道路を時計回りに走行した際，環状道

路延長の 1/2 となる 2 点を結んだ 2 直線の交わる角度を

交差角度と定義し，交差角度が 90°以上となる代表ノ

ード間を分析対象とした．ここで交差角度が 90°以上

としたのは，環状道路を正円，放射道路を円の中心を通

る直線とした際に長さが等しくなる時の円弧の中心角

（交差角度）は約 115°であり，これ以上の交差角度の

場合は環状道路が不利になること，環状道路は正円では

なく歪んでいることなどを考慮したためである． 

環状道路
環状道路延長

（km）

信号交差点密度

（箇所/km）

ピーク時

旅行速度

（km/h）

オフピーク時

旅行速度

（km/h）

山形 18.4 1.97 15.6 38.9

宇都宮 33.3 1.47 18.4 49.7

岐阜 24.6 1.80 18.3 45.7

那覇 18.2 2.98 14.7 42.2

沖縄 17.6 2.85 15.2 37.9

③  都心への 
分散流入 

①通過交通の都心部 
への流入を抑制 

②周辺地域間 
の直接移動 
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(2) 代表ノード間を通過するトリップの経路判定 

代表ノード間を通過するトリップに対し，環状道路を

利用したのか，環状道路を利用せず環状内の道路（以下，

「放射道路」という）を利用したのかを判定する必要が

ある． 

本研究では，便宜的に代表ノード間を通過する間の主

要リンクにポイント（環状道路外回り 1 か所，内回り 1

か所，放射道路 2か所）を設定し，どのポイントを通過

したかによって判定を行った．具体的には，環状道路に

設定したポイントのみを通過したトリップを環状道路利

用トリップ，放射道路を通過したトリップに加えてどの

ポイントも通過してないトリップや複数のポイントを通

過したトリップは放射道路利用トリップとして判定した． 

ただし，放射道路利用トリップの中には，大きな迂回

をし，代表ノード間を通過するものも散見される．その

ため，本研究では式(1)，(2)に示すように代表ノード間

の環状道路距離の 1.5 倍を超える放射道路利用トリップ

は分析対象外とした． 

 

𝑋n ≤ 𝑋max 

𝑋max = 1.5𝑋R
𝜃

360 

 

ここで， 

Xn：各トリップの走行距離，Xmax：放射道路利用トリッ

プの走行距離上限値，XR：各環状道路の環状道路総延

長，𝜃：代表ノード間の交差角度 

 

(3) トリップデータの集計 

ETC2.0 プローブデータから取得できるデータは，表-2 

のとおりである．なお，走行する時間帯によって値が大

きく異なることが予想される．そのため，トリップデー

タを表-3 に示すように，3つの時間帯に分けて分析を行

った．その際，各時間帯で 30 サンプル未満となる代表

ノード間は分析対象外とした． 

 

(4) 環状道路利用率の算出  

(1)～(3)によって取得した各ノード間における時間帯

別の環状道路利用サンプル数を総サンプル数で除すこと

により環状道路利用率を算出する（式(3)）． 

 

𝑃 =
𝑁R
𝑁ALL

 

 

ここで， 

P：環状道路利用率，NR：各代表ノード間を走行した各 

時間帯の環状道路利用トリップ数，NALL：各代表ノード

間を走行した各時間帯の総トリップ数 

5. 環状道路利用率と道路交通状況との関係性 

 

(1) ETC2.0プローブデータのサンプリング結果 

 4．によって取得したサンプル数を表-4 に示す．サン

プル数が最も少ないのは山形環状道路で 690サンプル，

最もサンプル数が多かったのは宇都宮環状道路で 6,678

サンプルであり，これらのほとんどは環状道路を含む地

方生活圏に存する比較的トリップ長の短い交通である．

また，環状道路利用のサンプル数と総サンプル数から得

られる環状道路利用率は，最も低いのは沖縄環状道路で

1.9％，最も高いのは宇都宮環状道路で 75.7%であった．

なお，時間帯に分けた代表ノード間の数が代表ノード間

の数に対して少ない環状道路が存在するのは，代表ノー

ド間の総トリップ数が 30 サンプル未満の時間帯が存在

するためである． 

 

(2) 環状道路利用率と旅行速度差 

環状道路利用率と代表ノード間の旅行速度差（放射道

路利用時－環状道路利用時）との関係を図-3に示す． 

これによると，ピーク時・オフピーク時を通じ，環状 

 

 

表-2 ETC2.0 プローブデータから取得可能なデータ 

項目 算出方法 

通過時刻 環状道路代表ノード間の通過時刻 

旅行時間 環状道路代表ノード間の通過時刻の時間差 

旅行速度 
環状道路代表ノード間を走行した各リンク間の旅

行速度に対する調和平均速度 

走行距離 
各ノード間の旅行速度を各ノード間の旅行時間で

乗じた値 

 

 

表-3 トリップデータの観測時間帯 

時間帯 時刻 

ピーク時 
7時～9時 

17時～19時 

オフピーク時（昼） 9時～17時 

オフピーク時（夜） 19時～7時 

 

 

表-4 各環状道路で取得したデータサンプル数

  

環状道路 代表ノード間数
時間帯に分けた

代表ノード間数

通過交通の

総サンプル数

環状道路利用

サンプル数

環状道路

利用率

山形 10 16 690 315 45.7%

宇都宮 16 43 6678 5054 75.7%

岐阜 10 21 771 207 26.8%

那覇 6 10 1019 242 23.7%

沖縄 9 14 1377 26 1.9%

(1) 

(2) 

(3) 
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図-3 環状道路利用率と旅行速度差の関係 

 

 

図-4 環状道路利用率と旅行時間差の関係 

 

 

道路の旅行速度の方が放射道路利用と比べて総じて高い

ことがわかる．具体的には，0～10km/h 程度の差である

が，環状道路利用率や時間帯によってその特徴に違いは

みられない．また，環状道路の旅行速度の方が低い場合

であっても環状道路利用率が高いノード間が存在する．

これは環状道路距離が放射道路に比べて短いためである

と推察される． 

 

(3) 環状道路利用率と旅行時間差 

環状道路利用率と代表ノード間の旅行時間差（放射道

路利用時－環状道路利用時）との関係を図-4に示す．

これによると，放射道路と比べて環状道路の旅行時間

が短いほど環状道路利用率が高くなる傾向がある．具体

的には，環状道路利用率が 50％の時の旅行時間差は 0～

13分，環状道路利用率が 80％の時の旅行時間差は 3～20

分程度である．また，オフピーク時（夜）に対してその

他の時間帯は，同じ環状道路利用率であっても旅行時間

差のばらつきが大きいことがわかる． 

図-5 環状道路利用率と走行距離差の関係 

 

 

図-6 代表ノード間の交差角度と走行距離差の関係 

 

 

(4) 環状道路利用率と走行距離差 

環状道路利用率と代表ノード間の走行距離差（放射道

路利用時－環状道路利用時）の関係を図-5に示す．

環状道路を利用しないトリップはすべて同じ経路を利

用するわけではない．これは時間帯によって混雑の状況

も変わるためであり，同じ代表ノード間であっても時間

帯によって走行距離差が異なる．この図からは，走行距

離差が大きく環状道路利用時の走行距離が短いほど（環

状道路が有利なほど），環状道路利用率が高くなる傾向

にあるが，環状道路利用率が 80%を超えるような高い場

合でも環状道路の距離が長い場合もみられる．これは環

状道路と放射道路の旅行速度差（時間差）による影響で

あると推察される． 

 

(5) 走行距離差と交差角度 

代表ノード間の走行距離差と，交差角度の関係につい

て図-6に示す． 

一般に，交差角度が大きいほど放射道路に対し環状道

路の走行距離が長くなる．この図によれば，環状道路利
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用時の走行距離と放射道路利用時の走行距離が同程度と

なる交差角度は110～150°である．また，上記の関係に

ついて単回帰を行うと，式(4)に示すとおりとなり，比

較的高い相関が得られた．  

 

 

𝑋𝑛 = −0.0511𝑟𝑛 + 6.0409 

（決定係数 𝑅2 = 0.4275） 

 

ここで， 

𝑋𝑛：代表ノード間の走行距離差，𝑟𝑛：代表ノード間の

交差角度 

 

 

6. 環状道路利用率と走りやすさの関係性 

 

(1) 本研究で扱う“走りやすさ” 

 ドライバーが目的地までの利用経路を選択する際，総

じて旅行時間や走行距離が短い経路を選択するものと考

えられる．これに対しては，5.においてもこのような傾

向を確認することができた．その一方で，図-4 に見ら

れるように同程度の旅行時間差であっても，環状道路利

用率に大きな差がみられる代表ノード間のも存在する．

これは，ドライバーは狭い幅員の道路，交差点での信号

待ちや右左折のわずらわしさなど，走りにくい道路はな

るべく避ける傾向があることがその要因の一つであると

と推察される．特に，一般道路のみを利用するような比

較的短いトリップにおいては，このような要素も考慮に

入れることが重要であると考えられる． 

そこで，本研究ではドライバーの“走りやすさ”に関

する指標として，道路の横断面と走行区間（進行方向）

という 2つの視点から表-5に示す 7つの指標を設定し，

これら指標に基づく走りやすさの程度が環状道路の利

用・非利用に影響をもたらしているのか分析を行う．な

お，わが国の環状道路の多くは，複数の路線を組合せて

形成されており右左折が存在することに注意が必要であ

る． 

 

(2) 走りやすさ指標の算出方法 

 走りやすさを算出するにあたっては，放射道路利用ト

リップがどの経路を利用したか，代表経路を設定する必

要がある．本研究では，放射道路の利用経路の設定に当

たりQgisを用いた．そして代表ノード間の通過台数が多

いリンクをつなぎ合わせて放射道路の代表経路とした．

ただし，Qgisを活用しても代表経路が特定できない場合

は，Google Mapの経路案内を参照し代表経路の設定を行

った． 

また，各指標値の算出にあたっては，デジタル道路地

図（DRM）を用いた．その際，途中で横断面が変化す

る場合はリンク長で加重平均を行った． 

また，DRM に道路構造情報が記載されていない場合

は，Google Mapを活用して計測を行った．なお，信号交

差点数はGoogle Mapを参考にしながら，押しボタン式信

号，感応式信号，半立体交差部の主方向（立体側）を除

き計上した． 

 

(3) 走りやすさの算出と環状道路利用率との関係 

(2)で示した算出方法に従い各代表ノード間のそれぞ

れの値を計測し，環状道路と放射道路の差分から走りや

すさ指標を算出した．そのうえで，環状道路利用率を被

説明変数とする重回帰分析を行い，それぞれの指標との

関係性を確認した．その結果を表-6 に示すが，ここで

用いた値は交通量とそれにともなう旅行速度の影響が少

ないオフピーク時（夜）を対象としたものである． 

この表の中には，各指標の最大値と最小値も合せて示

しているが，道路の横断面に関する指標の多くは感度が 

 

表-5 本研究で扱う走りやすさの指標 

指標の分類 走りやすさ指標 

道路の横断面 

に関する指標 

①車線数差 

②車道部幅員差 

③中央帯幅員差（あり・なしを含む） 

④車線幅員差 

道路の 

走行区間 

（進行方向） 

に関する指標 

①信号交差点密度差 

②4車線以上の道路と交差する信号交差点密度差

（4車線以上の信号交差点密度差） 

③右左折回数差 

 

 

表-6 重回帰分析による環状道路利用率と 

走りやすさ指標との関係性 

変数 係数 t値 p値 
参考 

最大値 最小値 

車線数差 0.604 0.747 0.464 0.089 -3.039 

車道部幅員差 -0.186 -0.699 0.493 0.644 -10.47 

中央帯幅員差 -0.033 0.132 0.900 0.282 -2.596 

車線幅員差 0.247 0.411 0.685 0.866 -0.377 

信号交差点 

密度差 
-0.150 -1.458 0.160 3.050 0.801 

4車線以上の

信号交差点 

密度差 

-0.245 -0.737 0.470 0.549 -0.526 

右左折回数差 0.130 2.683 0.014 4.000 -2.000 

定数項 0.528 1.946 0.066 0.986 0.013 

重決定係数 0.500 

(4) 
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図-7 環状道路利用率と右左折回数差の関係 

 

小さく環状道路利用率との間に有意な関係性を確認でき

ない．一方で，道路の走行区間（進行方向）に関する指

標のうち右折回数差は，指標としての感度も比較的高く，

環状道路利用率と有意な相関性を有していることが確認

できる．なお，図-7 は環状道路利用率と右左折回数差

との関係をグラフに示したものであるが，右左折回数差

が影響することは環状道路を立体化しこのような障害を

取り除くことが環状道路の利用促進おいて有効であるこ

とを示唆している． 

 

 

7. 環状道路利用率と道路交通指標との回帰分析 

 

ここまでの分析データを用いて，環状道路利用率と道

路交通状況を表す指標との関係性を定量的に示すため，

環状道路利用率を被説明変数とするロジスティック回帰

分析（式(5)）を行った．説明変数として用いた指標は，

旅行速度差，旅行時間差，走行距離差の 3指標とした．

ここで，6.で関係性が認められる走りやすさ指標（右左

折回数差）は旅行速度や旅行時間と密接に関わることか

ら，ここでは対象外とした．また，分析データは，環状

道路が有すべき潜在性能（潜在速度）と必要とする道路

構造を明らかにすることを念頭に，オフピーク時（夜）

のデータを用いた．ロジスティック回帰分析によるパラ

メータの推定結果を表-7に示す． 

 

𝑃 =
1

1 + 𝑒−(𝑏0+𝑎1𝑥1+𝑎2𝑥2+・・・+𝑎𝑛𝑥𝑛)
 

 

ここで， 

P：環状道路利用率，𝑎𝑛：説明変数の算出結果，𝑥𝑛：パ

ラメータの推定値 

 

これによると，旅行時間差，走行距離差それぞれを変

数とした場合，これらと環状道路利用率との間には有意 

表-7 ロジスティック回帰分析のパラメータ推定の結果  

変数 パターン1 パターン2 パターン3 パターン4 

旅行速度差 -0.094 － － － 

旅行時間差 － 0.303** － 0.230 

走行距離差 － － 0.055** 0.267 

定数項 -0.458 0.282 0.691 -0.176 

Ｒ２値 0.050 0.237 0.178 0.258 

的中率 0.089 0.372 0.291 0.400 

ｐ値 0.149 0.002 0.007 0.005 

※ * 1％有意，** 5％有意 

 

な関係性が認められる．一方で，同じ旅行速度差でも環

状道路の径が大きく代表ノード間距離が長い場合は，時

間差に対する優位性が低下し環状道路利用率が低下する

ことが予想される．つまり，環状道路利用率を一般化し

ようとすると，旅行時間差と環状道路の大きさやゆがみ

の程度に帰着される走行距離差の 2変数を説明変数とす

ることが妥当であると考えられる．しかし，この 2変数

を組み合わせた回帰分析を行った結果，本研究で取得し

たデータのみでは有意な関係性を見出すことができなか

った． 

 

 

8. おわりに 

 

本研究は地方都市に存する 5つの環状道路を対象とし

て，ETC2.0 プローブデータから得られる走行経路デー

タを集計して環状道路利用率と道路交通状況を表す指標，

走りやすさを表す指標との関係性について分析を行った．

その結果，以下の点が明らかとなった． 

① 環状道路利用と放射道路利用による旅行時間差や

走行距離差と環状道路利用率との間には有意な関

係性が認められる． 

② 走りやすさ指標のうち，右左折回数差と環状道路

利用率との間には有意な関係性が認められる．こ

の結果は，環状道路を立体化が環状道路利用率の

向上に有効であることを示唆している． 

③ 本来，環状道路利用率は旅行時間と走行距離双方

を説明変数として用いるのが妥当であると考えら

れるが，今回取得したデータのみでは有意な関係

性を導くことはできなかった． 

今後は今回取得したデータを精査するとともに，引き

続き規模や形状が異なる複数の環状道路をデータとして

加え，さらなる精度向上に向けた分析を行っていく予定

である． 
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